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平成 27年度 公益財団法人田口福寿会事業報告 
（平成 26年 11月 1日から平成 27年 10月 31日まで） 

 

わが国の歩みを振り返ってみると、戦後の復興期、高度成長期、バブル経済期を経

て、大きく経済成長を遂げてきました。その結果、物質面では大変豊かになりました

が、反面、日本人が伝統的に持っていた他者を思いやる心、「互助・共助」の精神が薄

らいでしまいました。 

そしてまた、急速に進行する少子高齢化、人口減少により、財政は厳しさを増し「公

助」の低下が危惧されております。 

このような時代にこそ、民間非営利公益活動の果たす役割・使命は、ますます重要

になってくると思われます。 

平成２７年度においても、当財団の基本理念であります相互扶助の精神に基づき、

豊かで温かく優しさに満ちた地域社会を築くべく、育英奨学金事業や福祉、教育、芸

術文化、スポーツなどの各分野にわたって助成をしてまいりました。また、今年度は、

収入の大幅増があったことに伴い、公益目的保有財産の取得などを行い財政基盤の強

化に努めました。 

 

１．事業の概要 

  育英奨学事業及び福祉・教育・芸術文化・地域振興などに対して総額 3 億４，３

４３万円の支給・助成を行いました。その内訳は次のとおりです。 

 

事  業 内    容 決 算 額 

1．育英奨学事業 

1．田口育英金の

支給 

岐阜県内に在住し、高校への進学、就学を望

みながら、主に経済的理由のために進学、就

学が困難な母子家庭の子女 615 名に対し、1

人当たり年額 12 万円の育英金を支給しまし

た。 

7,369万円 

2．ＡＦＳ奨学金

の支給 

岐阜県内に在住し、かつ県下の高校・高専に

在学するＡＦＳの年間留学生 10 名に対し、1

人当たり 50万円の奨学金を支給しました。 

500万円 

2．助 成 事 業 

1．福祉・教育・

芸術文化・体育振

興及び地域社会

の発展振興に対

する助成 

福祉・教育・芸術文化・体育振興などの各分

野において公益性が高い事業及び地域社会の

発展振興に効果的に貢献できる事業を行って

いる岐阜県内の団体等または県内で事業を行

っている団体等に対して助成しました。主な

助成先は次のとおりです。 

2億 2,824万円 



 

２ 

2．助 成 事 業 

 （1） 岐阜県社会福祉協議会等福祉関係団体 

（2） 岐阜県愛のともしび基金 

（3） 学校法人西濃学園 

（4） ぎふスポーツフェア実行委員会 

（5） いびがわマラソン実行委員会 

（6） 公益財団法人岐阜県体育協会 

（7） 岐阜フットボールクラブ 

（8） 大垣ミナモソフトボールクラブ 

（9） 岐阜県教育文化財団 

 

2．田口文庫の寄

贈 

岐阜県下の公立小学校 49 校及び特別支援学

校 3 校に対し、学校教育の充実と学習環境の

向上を目的として、学校が希望する図書を寄

贈しました。 

3,650万円 

事  業  費  合  計 3億 4,343万円 

 

２．会議開催状況 

  理事会、評議員会、事業助成委員会の開催状況は次のとおりです。 

 

（１）理事会 

 

会 議 名 内    容 

第 1回理事会 

（平成 26年 12月 24日） 

1．平成 26年度事業報告並びに収支計算書類等の承認の件 

2．定時評議員会の招集の件 

第 2回理事会 

（平成 27年 1月 8日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

 

第 3回理事会 

（平成 27年 2月 27日 

決議の省略） 

1． 西濃通運株式会社とセイノーホールディングス株式会社との株式交換契

約承認の件 

2． スイトトラベル株式会社とセイノーホールディングス株式会社との株式

交換契約承認の件 

3． セイノーエンジニアリング株式会社とセイノーホールディングス株式会

社との株式交換契約承認の件 

4． 臨時評議員会の開催の件 

第 4回理事会 

（平成 27年 3月 5日 

 決議の省略） 

1．監事候補者１名選任の件 

2．臨時評議員会の開催の件 
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第 5回理事会 

（平成 27年 4月 17日） 

1．平成 27年度助成事業保留分と新規追加申請分の承認の件 

報告事項 会長の職務執行状況の報告について 

第 6回理事会 

（平成 27年 6月 2日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 3件の承認の件 

2．議決権行使の件 

   セイノーホールディングス株式会社の株主総会に伴い当会が所有す

るセイノーホールディングス株式会社株式 24,645,700株（平成 27年 3

月 31 日現在基本財産として 23,996,700 株、特定資産として 649,000

株）に係る議決権の行使の件 

第 7回理事会 

（平成 27年 7月 10日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

第 8回理事会 

（平成 27年 7月 17日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度第１次補正予算書の承認の件 

第 9回理事会 

（平成 27年 7月 27日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

第 10回理事会 

（平成 27年 8月 18日 

決議の省略） 

1． 平成 27年度助成事業 1件の承認の件 

 

第 11回理事会 

（平成 27年 9月 25日 

決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業１件の承認の件 

第 12回理事会 

（平成 27年 10月 20日） 

 

 

1．平成 28年度事業計画書及び収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見

込みを記載した書類の承認の件 

2．平成 28年度助成事業の決定について 

報告事項 会長の職務執行状況の報告について 

 

（２）評議員会 

 

会 議 名 内    容 

第 1回評議員会 

（平成 27年 1月 20日） 

1．平成 26年度事業報告並びに収支計算書類等の承認の件 
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第 2回評議員会 

（平成 27年 3月 3日 

決議の省略） 

1． 西濃通運株式会社とセイノーホールディングス株式会社との株式交換契

約承認の件 

2． スイトトラベル株式会社とセイノーホールディングス株式会社との株式

交換契約承認の件 

3． セイノーエンジニアリング株式会社とセイノーホールディングス株式会

社との株式交換契約承認の件 

第 3回評議員会 

（平成 27年 3月 13日 

決議の省略） 

1．監事 1名選任の件 

 

（３）事業助成委員会 

 

会 議 名 内    容 

第 1回事業助成委員会 

（平成 26年 12月 19日） 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

第 2回事業助成委員会 

（平成 27年 4月 7日） 

1．平成 27年度第 2回助成申請事業承認の件 

第 3回事業助成委員会 

（平成 27年 5月 22日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 3件の承認の件 

第 4回事業助成委員会 

（平成 27年 7月 2日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

第 5回事業助成委員会 

（平成 27年 7月 17日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 2件の承認の件 

第 6回事業助成委員会 

（平成 27年 8月 6日 

 決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 1件の承認の件 

第 7回事業助成委員会 

（平成 27年 9月 15日 

決議の省略） 

1．平成 27年度助成事業 1件の承認の件 

第 8回事業助成委員会 

（平成 27年 10月 8日） 

1．平成 28年度助成申請事業承認の件 
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３．役員等の状況（平成 27年 10月 31日現在） 

 

○評議員  加藤 文夫 税理士                   （非常勤） 

      日比 治男 株式会社文溪堂 常勤監査役         （非常勤） 

      池永 輝之 岐阜経済大学 名誉教授           （非常勤） 

      山中 茂樹 株式会社山中工務店 代表取締役       （非常勤） 

      大塚 委利 西濃運輸株式会社 取締役社長        （非常勤） 

      一柳 正義 株式会社セイノー商事 取締役社長      （非常勤） 

 

○理事会長 田口義嘉壽 セイノーホールディングス株式会社 取締役会長（非常勤） 

○理事   田口 義隆 セイノーホールディングス株式会社 取締役社長（非常勤） 

      土屋 嶢  株式会社大垣共立銀行 取締役頭取      （非常勤） 

      村瀬 幸雄 株式会社十六銀行 取締役頭取        （非常勤） 

      小川 敏  大垣市長                  （非常勤） 

      横井 篤                        （常勤） 

 

○監事   笠松 栄治 公認会計士・税理士             （非常勤） 

      石榑 詔之 一般社団法人ぎふ瑞穂スポーツガーデン 理事長（非常勤） 

 

 

 

 平成 27年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34条第

3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないため作成しません。 

 

平成 28年 1月        

公益財団法人田口福寿会 


